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研究要旨 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
  

 (背景) 在宅介護をしている介護者に今後の介護継続意向を問うと、何かしらの支援があれば継続で

きるとする層がおり、その多くが最も必要な支援として緊急ショートステイを挙げている。そこ

で、緊急ショートステイサービスが整備されることで、在宅介護を継続できた場合に施設入所した

場合と比べてどれだけ介護費用が抑制され得るかを試算することを目的とする。 

 (方法) つくば市における第 6 期介護保険事業計画策定に向けた実態調査において、緊急ショートス

テイが整備されれば在宅介護を継続できると回答した割合を、要介護度別につくば市全体の在宅介

護者に割り当て、この群の人数を算出し (在宅介護継続可能群) 、また厚生労働省により公表されて

いる介護給付費等実態調査の 2014 年分における在宅介護に要した費用と施設介護に要した費用を用

い、この群が在宅介護を継続した場合と施設移行した場合の介護費用の差を算出した。その際、在

宅介護継続の条件として緊急ショートステイだけを選択した者を在宅介護継続可能群とした場合を

下限推定、緊急ショートを含む複数回答をした者を在宅介護継続可能群とした場合を上限推定とし

て 2 パターンの試算を行った。 

 (結果) 下限推定では、在宅介護継続可能群が市内に 267 人と推定され、緊急ショートステイを整備

することで抑制される介護費用は約 3 億 9 千万円、上限推定では同群が 873 人となり約 12 億 8 千万

が抑制されると試算された。 

 (考察) 本研究により試算された介護費用抑制額は、つくば市の 1 年間の介護費用の、下限推定の場

合は 4.0％、上限推定の場合は 12.9％に相当した。逼迫する介護費用を適正使用していくためにも、

また多くの高齢者が自宅で過ごしたいと望んでいることからも、いざというときのためのサービス

を確実に提供し、安心した中で在宅介護が継続されるようサービスを整備していくことが望まれ

る。 
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Ａ．研究目的 
 高齢化著しいわが国において、財政や人的資源

の不足、また高齢者の希望もあり、在宅介護が推

進されている。しかし在宅介護には、介護保険サ

ービスを利用したとしても、家族をはじめとした

介護者による関わりが必要であり、介護者は介護

をすることによる自分の時間の制約や、介護離職、

また介護者の心身の不調、介護負担感、健診未受

診率の高さといった介護者の健康に関わる問題 1-

4)が指摘されている。 

 一方で、要介護者が在宅介護を継続するか施設

に入所するかの決定については、本人の意向より

も、家族の意向がより反映されることも明らかと

なっている 5,6)。 

 在宅介護をしている介護者の全国調査において、

必要な支援を問うと、介護者の緊急時の要介護者

へのサービス支援が最も必要であることが示唆さ

れた 7)。また、本研究で利用した第 6 期つくば市

高齢者福祉計画策定のためのアンケート調査にお

いて、在宅介護をしている介護者に聞いた今後の

介護継続意向で、何かしらの支援があれば継続で

きると回答した者の 6 割超が最も必要な支援とし

て緊急ショートステイを挙げた。そこで、緊急シ

ョートステイサービスが、使いたい時に使えるよ

う整備されることで、介護者が安心して介護をす

ることができ、施設入所せずに在宅介護を継続で

きた場合と、施設入所した場合とを比べて、どれ

だけ介護費用が抑制できるかを試算することを目

的とする。 

 
Ｂ．研究方法 
 本研究では、第 6 期つくば市高齢者福祉計画策

定のためのアンケート調査 (2014 年 2 月実施、以

下、実態調査とする) および、厚生労働省により

公表されている介護給付費等実態調査の 2014 年

分を用いて、試算を行った。 

 実態調査の対象者は、65 歳以上の要介護認定

を受けた(要支援を含む)在宅在住のものであり、

層別抽出された 1,972 人に配布され、984 人の有

効回収があった (回収率 49.9％) 。 

 このうち、分析対象者は、268 人の要支援者、

160 人の介護者に関わる回答がなかったもの、61

人の要介護度についての回答がなかったものを除

外し、495 人の要介護者およびその介護者を分析

対象者とした。 

 実態調査において、介護者に介護継続に関わる

意向を、このまま続けられる、何等かの支援が整

えば続けられる、できればもう続けたくない、す

ぐにやめたいの 4 択で問い、何等かの支援が整え

ば続けられると回答した 217 人 (43.8％) に着目

した。この回答群に、何らかの支援として必要な

支援は何かを複数回答可として聞いたところ、緊

急ショートステイサービスを挙げた者が多かった 

(136 名、62.7%) 。この回答群を、緊急ショート

ステイサービスが整備されることで在宅介護継続

可能群とし、要介護度別の割合を求め、介護給付

費等実態調査の 2014 年分から、実際につくば市

で在宅で介護を受けている者 (65 歳以上で、要介

護認定を受け (要支援を除く) 、介護保険制度の

在宅介護サービスを利用している者) の人数で割

り戻し、これらの群が 1 年間、緊急ショートステ

イサービスを利用しながら在宅介護生活を送る場

合と、1 年間施設で生活する場合の、介護費用の

差を算出した。介護費用も介護給付費等実態調査

の 2014 年分を用いた。この際、在宅介護継続に

必要な支援として、緊急ショートステイサービス

のみを選択した者で試算した場合を下限推定、複

数選択の一つとして緊急ショートステイサービス

を選択した者で試算した場合を上限推定として、

2 パターンの試算を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は、筑波大学倫理委員会の承認を得て実

施した。 (通知番号：第 887 号)  

 

Ｃ．研究結果 
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下限推定では、在宅介護継続可能群が 267 人 

(要介護 1：84 人、要介護 2：87 人、要介護 3：66

人、要介護 4：16 人、要介護 5：14 人) と推定さ

れ、抑制される介護費用は 3.9 億円と試算された。

上限推定では、在宅介護継続可能群が 873 人 (要

介護 1：281 人、要介護 2：294 人、要介護 3：

158 人、要介護 4：97 人、要介護 5：43 人) と推

定され、抑制される介護費用は 12.8 億円と試算

された。 

 

Ｄ. 考察 
 緊急ショートステイサービスを整備することで

在宅介護が継続された場合、推定された抑制され

得る介護費用は、下限推定では 3.9 億円であり、

つくば市の 1 年間の介護費用の約 4.0%に相当し、

上限推定で試算された 12.8 億円は、同費用の

12.9%に相当する額であった。 

在宅介護をしている介護者にとって、日頃から

最も気がかりなことは自分が急に病気になったり、

外出が必要となった際の、要介護者の緊急の預け

先であったりケアをしてくれる代替者を確保でき

るかどうかであることが指摘されている。本研究

で使用した実態調査では、在宅介護者の 10％が、

また同市のケアマネジャーへの調査では 50％が

緊急ショートステイサービス利用の申し出を断ら

れたことがあると回答している。自治体によって

は、行政の事業として常に 2～3 床のベッドを確

保し、随時緊急ショートステイサービスを受け入

れている自治体もある。整備の仕方はその自治体

の実態に即した方法があるであろうが、何らかの

体制を整える必要があると考えられる。つくば市

では、緊急ショートサービスの利用が難しい理由

を検討したところ、つくば市内ではベッドが不足

しているということよりは、どこに空きベッドが

あるかを探しきれないことであるとわかり、空床

情報お知らせカレンダーの実証実験を行い、好評

であったことから 2019 年度より本格始動した。 

レスパイトケアの利用で介護者の負担感が減少

したり 8,9)施設入所を予防することも報告されて

いる 10,11)。逼迫する介護費用を適正使用していく

ためにも、また多くの高齢者が自宅で過ごしたい

と望んでいることからも、いざというときのため

のサービスを確実に提供し、安心した中で在宅介

護が継続されるようサービスを整備していくこと

が必要である。 

 
Ｅ. 結論 

 在宅介護が推進される中、在宅介護継続のキー

となるサービスとして、緊急ショートステイサー

ビスが考えられ、その整備により介護費用が抑制

され得ると本研究において試算された。在宅介護

の継続には介護をする家族の意向も大きく反映さ

れることからも、介護者への適切で効果的な支援

が必要である。 
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